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○ 通信市場はいずれも高度に寡占的。特に、固定電話、ＦＴＴＨ、専用サービスの市場集中度が高い。

2定点的評価の主な結果①（市場集中度）

領域領域
主な画定市場主な画定市場

（部分市場を含む）（部分市場を含む）

０９年度の評価結果０９年度の評価結果

市場集中度（ＨＨＩ）市場集中度（ＨＨＩ） ＮＴＴグループのシェアＮＴＴグループのシェア

固定電話固定電話

固定電話固定電話
（ＮＴＴ加入電話、直収電話、ＣＡＴＶ電話、（ＮＴＴ加入電話、直収電話、ＣＡＴＶ電話、

０ＡＢＪ－ＩＰ電話）０ＡＢＪ－ＩＰ電話）

６９５１ ↓ ８２.９％ ↓

市内 ２４３３ ↓ 市内 ７５．３％ →

県内市外 ２３０１ ↓ 県内市外 ７３ ５％固定電話固定電話
中継電話中継電話

県内市外 ２３０１ ↓ 県内市外 ７３．５％ →

県外 ３５７４ ↓ 県外 ７２．５％ →

国際 ２８７０ ↓ 国際 ６６．４％ ↑

０５０－ＩＰ電話０５０－ＩＰ電話 ３１６８ → ３５ １％ ↑０５０－ＩＰ電話０５０－ＩＰ電話 ３１６８ → ３５.１％ ↑

移動体通信移動体通信 携帯電話・ＰＨＳ携帯電話・ＰＨＳ ３４６１ → ４８.２％ →

ブロードバンドブロードバンド ３０４８ ↑ ５２．７％ ↑

ＡＤＳＬＡＤＳＬ ３２６３ ↑ ３４ ８％ →

インターネットインターネット
接続接続

ＡＤＳＬＡＤＳＬ ３２６３ ↑ ３４．８％ →

ＦＴＴＨＦＴＴＨ ５８３６ ↑ ７４．４％ →

ケーブルインターネットケーブルインターネット １４８３ ↑ －

ＩＳＰＩＳＰ １５５７ → ３１ ９％ →

（※）市場集中度指数はハーフィンダール指数（ＨＨＩ）による ０（完全競争）～１０ ０００（完全独占）の値をとり 市場集中度が高いほど １０ ０００に近づく

ＩＳＰＩＳＰ １５５７ → ３１．９％ →

法人向けネット法人向けネット
ワークサービスワークサービス

ＷＡＮサービスＷＡＮサービス ２１７３ → ６７．５％ ↓

専用サービス専用サービス ８３５４ → ９４．６％ →

※ 表中の矢印（↓↑→）

は昨年度値との比較を
示す。

（※）市場集中度指数はハーフィンダール指数（ＨＨＩ）による。０（完全競争）～１０，０００（完全独占）の値をとり、市場集中度が高いほど、１０，０００に近づく。

（注）「市場集中度（ＨＨＩ）」の算出にあたっては、全国レベルではＮＴＴ東西を１社とみなし、その他のＮＴＴグループの会社は別会社とみなしている（ただし、ブロードバン
ド・ＩＳＰにおいては、ＮＴＴグループ、ソフトバンクグループ、Ｊ：ＣＯＭグループ、ＪＣＮグループ及び電力系事業者を、ＣＡＴＶインターネットにおいては、Ｊ：ＣＯＭグ
ループ、ＪＣＮグループを、ＦＴＴＨにおいては電力系事業者をそれぞれ１社とみなしている）。「ＮＴＴグループのシェア」のうち、050-IP電話はＮＴＴコミュニケーションズ、
ＡＤＳＬ・ＦＴＴＨは、ＮＴＴ東西のシェア。なお、固定電話、移動体通信、インターネット接続、ＷＡＮサービスは１０年３月時点、専用サービスは０９年３月時点のデータ。



○ 各市場の市場シェア、事業者数、価格動向、利益水準等を総合的に勘案し、「市場支配力の存在」（潜在的・長

3定点的評価の主な結果②（市場支配力）

期的な市場支配力の有無、事前規制の必要性を示唆）及び「市場支配力の行使」（市場支配力の短期的な実効性の
有無）を検証。

○ 市場支配力の存在・行使についての評価結果に、大きな変化はない。

０９年度の評価結果０９年度の評価結果

領域領域
主な画定市場主な画定市場

（部分市場を含む）（部分市場を含む）

０９年度の評価結果０９年度の評価結果

市場支配力の市場支配力の
存在存在

市場支配力の市場支配力の
行使行使

固定電話固定電話 ◎◎
（単独）

△△
（ブロードバンドへのレバレッジの

懸念）

固定電話固定電話

（単独） 懸念）

中継電話中継電話 ○○
（単独・協調）

××
（低）

０５０－ＩＰ電話０５０－ＩＰ電話 △△
（協調のみ）

××
（低）

移動体通信移動体通信 携帯電話・ＰＨＳ携帯電話・ＰＨＳ ○○
（単独・協調）

××
（料金の透明性確保、プラット
フォームの互換性を注視）

ブロードバンドブロードバンド ○○
（単独・協調）

△△
（競争ルールの遵守状況を注視）

インターネットインターネット
接続接続

ＡＤＳＬＡＤＳＬ ○○
（単独・協調）

××
（低）

ＦＴＴＨＦＴＴＨ ○○
（単独・協調）

△△
（固定電話からのレバレッジの

懸念）

ケーブルケーブル
インターネットインターネット

××
（単独・協調）

－－
（存在しない）

ＩＳＰＩＳＰ ××
（単独・協調）

－－
（存在しない）

△△ ××

（※）◎は「強く存在すること」、○は「存在すること」、△は「何らかの懸念が存在すること」、×は「可能性が低いこと」を意味する。

法人向けネッ法人向けネッ
トワークサービトワークサービ

スス

ＷＡＮサービスＷＡＮサービス △△
（協調のみ）

××
（低）

専用サービス専用サービス ◎◎
（単独）

××
（低）



戦略的評価の主な結果①（電気通信サービスに係る消費者選好の変化に関する経時的分析）

○ 競争評価では毎年度Ｗｅｂアンケートを行い、利用者の選好に関するデータを収集。
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○ これまでのＷｅｂアンケートの結果は、特定のテーマについて単年度の分析に用いられてきた。

→経年的に分析を行うことで、利用者の選好がどのように変わってきたのかについて把握。

利用者側から見たＷｅｂアンケートの経年的な分析結果は、供給者側から見たデータによる定点的評価における分
析結果とおおむね一致

主な経年的変化

《固定電話》

光ＩＰ電話 固定電話 NTT KDDI SoftBank その他

《移動体通信》

主な経年的変化

3G 2G PHS NTT KDDI SoftBank その他

○ 固定電話（メタル回線の電話）と光ＩＰ電話の割合の推移 ○ 事業者シェアの推移 ○ 事業者シェアの推移○ ３Ｇ、２Ｇ及びＰＨＳの割合の推移

21.0%
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92.0%

67.4%
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4.8%

29.1%

53.3%

3%
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2008年度

2006年度

2005年度

46.0%

46.4%
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31.1%

29.6%

29.6%

20.5%

20.5%

21.7%

2%

4%

4%

2008年度

2006年度

2005年度

32.0% 68.0%2009年度 77.8% 8% 2% 12%2009年度

《ブロードバンド》

95.1% 2.0%3%2009年度 47.1% 27.9% 21.4% 4%2009年度

○ ＦＴＴＨ、ＡＤＳＬ及びＣＡＴＶの割合の推移 ○ 事業者シェアの推移

32.7%

20.5%

53.2%

62.9%

14.1%

16.5%

2006年度

2005年度

FTTH ADSL CATV

40.9%

40.1%

3%

3%

16.5%

27.1%

39.7%

29.6%

2006年度

2005年度

NTT KDDI SoftBank その他

○ ＦＴＴＨ、ＡＤＳＬ及びＣＡＴＶの割合の推移 ○ 事業者シェアの推移

57.2%
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12.1%

12.9%

2009年度

2008年度
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戦略的評価の主な結果②（モバイル及びブロードバンドの普及に関するこれまでの競争政策の経済効果の定量分析） 5

○ モバイル及びブロードバンド市場が拡大した要因として、競争政策が果たしてきた役割は小さくないと考えられる。

○ どのような競争政策がどれほどの経済効果をもたらしたのかを定量的に分析することは今後の競争政策の在り方を検討する
上で重要。

→モバイル及びブロードバンドの各市場ごとの競争政策による経済効果について、消費者余剰分析及びＡＨＰ分析により直接効果
を求め さらに 産業連関表を用いて他産業への波及効果を求める

☞ 消費者余剰の増分（ナンバーポータビリティ制度の導入等の時期を踏まえた

を求め、さらに、産業連関表を用いて他産業への波及効果を求める。

携帯電話市場 取り上げた競争政策：①ナンバーポータビリティ制度導入、②ＭＶＮＯの参入促進、③端末価格と通信料金の区分の明確化

2006年9月～2009年12月までの3年3ヶ月間の合計）…約6,850億円

☞ 消費者余剰の増分のうち、競争政策の直接効果…約670億円

☞ 他産業への波及効果…約8,560億円

ナンバーポータビリティ制度の導入 0.0562

ＭＶＮＯの参入促進 0.0179

端末価格と通信料金の区分の明確化 0.0237

事業者間競争 0.7125

環境及び技術

競争政策 0.0978

普及に関する相対的重要度

消費者余剰の増加に競争政策

が寄与した割合：９．８％

☞ 消費者余剰の増分（アンバンドルの導入及び普及等の時期を踏まえた

年 月 年 月ま 年 月間 合計） 約 億

ＡＤＳＬ市場

環境及び技術 0.1898

取り上げた競争政策：①アンバンドルルールの整備、②コロケーションルールの整備、③接続料の低廉化

2001年3月～2006年6月までの5年3ヶ月間の合計）…約4,120億円

☞ 消費者余剰の増分のうち、競争政策の直接効果…約1,470億円

☞ 他産業への波及効果…約2,070億円

普及に関する相対的重要度

消費者余剰の増加に競争政策

が寄与した割合：３５．６％

アンバンドルルールの整備 0.1137

コロケーションルールの整備 0.1039

接続料の低廉化 0.1388

事業者間競争 0.3158

環境及び技術 0.3278

競争政策 0.3564

☞ 消費者余剰の増分（アンバンドルの導入等の時期等を踏まえた

2001年3月～2009年12月までの8年9ヶ月間の合計）…約1 310億円

ＦＴＴＨ市場

普及に関する相対的重要度

取り上げた競争政策：①アンバンドルルールの整備、②コロケーションルールの整備、
③線路敷設基盤の開放、④接続料の低廉化

2001年3月～2009年12月までの8年9ヶ月間の合計）…約1,310億円

☞ 消費者余剰の増分のうち、競争政策の直接効果…約130億円

☞ 他産業への波及効果…約1兆7,240億円

普及に関する相対的重要度

消費者余剰の増加に競争政策

が寄与した割合：９．９％

アンバンドルルールの整備 0.0253

コロケーションルールの整備 0.0230

線路敷設基盤の開放 0.0223

接続料の低廉化 0.0281

事業者間競争 0.4883

環境及び技術 0.4131

競争政策 0.0986



市 定 直

今後の評価のあり方について

6競争評価２０１０以降の評価について

１．市場画定の見直し
現在適用している市場画定については、０３年度から０６年度にかけて実施されたものであり、相当の期間が経過しているこ

とから、広く関係者の意見を踏まえながら、適切な見直しを実施することが必要である。

事業者 総合的な事業能力２．事業者の総合的な事業能力
事業者の総合的な事業能力の高さは、競争的な行動をとる競争者との関係において、競争状況に及ぼす影響が大きい。こ

れまでも、例えば、資本関係等を通じた総合的な事業能力を検証する観点から、ＨＨＩの算出に当たっては適宜複数社のシェ
アを合計してきたところであるが、引き続き今後もグループドミナンスについては注視するとともに、その評価のあり方につい
も検討を行う とが必要 あるても検討を行うことが必要である。

３．事業者間取引の分析
ＥＵは、卸売市場の競争が十分である場合に小売市場の規制は重要性が低いと判断し、卸売市場を重視する姿勢を打ち

出し る出している。
一方、我が国の競争評価においては、最終利用者向けサービスを一次的な分析・評価対象として位置づけ。今後、市場環

境の変化に応じ、事業者間取引に関する分析の拡充について検討を行うことが必要である。

４ 新たな技術やサ ビ 等が市場に与える影響４. 新たな技術やサービス等が市場に与える影響
スマートフォンの普及や本年末にサービス開始が予定されているＬＴＥといった新たな技術やサービス等が市場に与える

影響を注視する必要がある。

１０年５月に公表された「「光の道 構想実現に向け 基本的方向性 にお 競争評価の見直しに関する

《その他》

１０年５月に公表された「「光の道」構想実現に向けて－基本的方向性－」において、競争評価の見直しに関する
言及がなされていることから、今後、あり方を検討していく。



第Ⅰ章 固定電話領域第 章 固定電話領域



固定電話領域の市場画定

【サービス市場】

1

【サ 市場】

○ＮＴＴ東西加入電話、直収電話、ＣＡＴＶ電話及び０ＡＢＪ－ＩＰ電話を固定電話市場として見る。

○中継電話と０５０－ＩＰ電話については、それぞれ部分市場として画定し、個別に見る。

【地理的市場】

○東日本・西日本の２地域、全国１０の地域ブロックで市場を分析。

【固定電話領域】

〈固
定
電
話

ＮＴＴ東西加入電話

直収電話
話
市
場
〉

ＣＡＴＶ電話

０ＡＢＪ－ＩＰ電話

中継電話

０５０ ＩＰ電話

〈部
分
市
場 ０５０－ＩＰ電話場
〉



固定電話市場① 固定電話市場の契約数の推移

○ 固定電話市場の契約数は１０年３月末時点で５，７８７万となり、減少傾向にある。

2

○ 固定電話市場 契約数は 年 月末時点 ， 万 なり、減少傾向 ある。

○ ＮＴＴ東西加入電話の減少が続く一方で、０ＡＢＪ－ＩＰ電話は増加している。

固定電話契約数の推移（サービス別）

969

(15.6%) 
1,032

(16.8%)

960

(15 8%)

861

(14 3%)

794 

(13 3%)

734

(12 3%)

664

(11 2%)

593

(10 0%)
523

(9 0%)

511

(8 8%)

497

(8 5%)

483

(8 3%)

469

(8 1%)

6,196 6,133 6,078 6,026 5,979 5,948 5,937 5,899 5,841 5,830 5,814 5,802 5,787 
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○ ＮＴＴ東西加入電話の契約数は１０年３月末時点で３，７９３万となり、減少傾向にある。

3固定電話市場② ＮＴＴ東西加入電話の契約数の推移

○ 東西加入電話 契約数は 年 月末時点 ， 万 なり、減少傾向 ある。

○ ＮＴＴ東西加入電話の減少は、０ＡＢＪ－ＩＰ電話等の他の固定電話サービスへの移行、また、移動体通信による固定電話の
代替が要因となっていると考えられる。

ＮＴＴ東西加入電話の契約数の推移
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○ 直収電話の契約数は、１０年３月末で４４７万となり、０９年３月末以降減少に転じている。

4固定電話市場③ 直収電話の契約数の推移

○ 直収電話 契約数は、 年 月末 万 なり、 年 月末以降減少 転じ る。

○ 新型直収電話が減少傾向にある一方、新型直収ＩＳＤＮは増加傾向にある。

直収電話の契約数の推移
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※新型直収電話：ＮＴＴ東西のドライカッパを利用したアナログ回線の電話サービス。
※新型直収ＩＳＤＮ：ＮＴＴ東西のドライカッパを利用したデジタル回線の電話サービス。



○ ＣＡＴＶ電話を提供している事業者はＪ：ＣＯＭのみ。北海道、関東、近畿、中国、九州の一部でサービスを提供。０９年度は

5固定電話市場④ ＣＡＴＶ電話の契約数の推移及び提供状況

○ 電話を提供し る事業者は み。北海道、関東、近畿、中国、九州 部 サ を提供。 年度は
横ばい傾向となっており、１０年３月末時点で９３万加入となっている。

○ ＣＡＴＶ電話は全国的に提供されているＣＡＴＶ放送の付加的サービスであるが、全国的に普及している状況とは言えない。

ＣＡＴＶ電話の提供状況ＣＡＴＶ電話の契約数の推移
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（出所）総務省資料
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提供エリア



○ ０ＡＢＪ－ＩＰ電話 １０年３月末時点で１，４５３万となっている。

6固定電話市場⑤ ０ＡＢＪ－ＩＰ電話の契約数の推移

○ ０ＡＢＪ ＩＰ電話 １０年３月末時点で１，４５３万となっている。

○ ＦＴＴＨ契約数の増加を反映して増加傾向にある。

０ＡＢＪ－ＩＰ電話の契約数の推移
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（出所）総務省資料

※０ＡＢＪ－ＩＰ電話については、利用番号数をもって契約数とみなしている。
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○ ＮＴＴ東西のシェア（ＮＴＴ東西加入電話及び０ＡＢＪ－ＩＰ電話）は減少傾向だが、１０年３月末時点で８２．９％と大きい。

7固定電話市場⑥ 固定電話市場におけるシェア及びＨＨＩの推移

○ 東西 シ ア（ 東西加入電話及び 電話）は減少傾向だ 、 年 月末時点 大き 。

○ ＨＨＩは１０年３月末時点で６９５１となり、減少傾向にあるが、依然として高い水準にある。

固定電話市場における契約数のＮＴＴ東西のシェアとＨＨＩの推移

ＮＣＣ（NTT東西以外） ＮＴＴ東西 HHI
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（出所）総務省資料 注１：NTT東西のシェアには、NTT東西加入電話（ISDNを含む）、０ABJ－IP電話（利用番号数）が含まれる。
注２：全国ベ スのHHIは NTT東西を１社として算出している
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注２：全国ベースのHHIは、NTT東西を１社として算出している。

※ ＨＨＩ（ハーフィンダール・ハーシュマン指数）…各事業者のシェアの二乗和で算出される指標であり、０～１００００までの値をとる。

ＨＨＩの水準について、米国司法省・ＦＴＣ「水平合併ガイドライン」では、ＨＨＩが１８００以上の場合、高度集中としている。



○ １０年３月末時点でのＮＴＴグループのシェアは、市内が７５．３％、県内市外が７３．５％、県外が７２．５％、国際が６６．４％と
な る また の推移を見ると 各区分とも減少傾向にあるものの 依然高 水準にある

8部分市場① 中継電話市場におけるシェア及びＨＨＩの推移

中継電話市場における契約数の上位３社シェア及びＨＨＩの推移
市内通話 県内市外通話

なっている。また、ＨＨＩの推移を見ると、各区分とも減少傾向にあるものの、依然高い水準にある。
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（出所）総務省資料、マイライン協議会資料 （注）０ＡＢＪ－ＩＰ電話の０４年３月末時点の利用数は事業者アンケートによる。
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○ 上位３社シェアは８４．３％となっており、０７年以降ほぼ横ばい。ＨＨＩも大きな変化は無く、１０年３月末時点で３１６８。

9部分市場② ０５０－ＩＰ電話市場におけるシェア及びＨＨＩの推移

○ 位 社シ アは な おり、 年以降ほぼ横ば 。 も大きな変化は無く、 年 月末時点 。

○ 但し、卸売サービスの提供を受けて小売サービスを行っている事業者のシェアが反映されていない点に留意が必要。

０５０－ＩＰ電話市場における利用番号数の上位３社シェア及びＨＨＩの推移
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その他 ＫＤＤＩ ＮＴＴコミュニケーションズ ソフトバンクＢＢ HHI



【参考】 ＩＰ電話市場 利用番号数の推移

○ ０５０－ＩＰ電話と０ＡＢＪ－ＩＰ電話を合わせたＩＰ電話全体の利用番号数は、１０年３月末時点で約２３１５万となっている。

10

○ 電話 電話を合わ た 電話 体 利用番号数は、 年 月末時点 約 万 な る。

○ ＩＰ電話全体に占める利用番号数の割合は、１０年３月末時点で０５０－ＩＰ電話が３７．２％、０ＡＢＪ－ＩＰ電話が６２．８％。０
ABJ-ＩＰ電話の割合が増加している。

ＩＰ電話の利用番号数の推移電話の利用番号数の推移
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《固定電話領域》 ２００９年度の主な評価結果（その１）

１ ２００９年度の動向： ＮＴＴ東西のシェアは依然として高く、また０ＡＢＪ－ＩＰ電話の契約数が増加。
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１ ２００９年度の動向： ＮＴＴ東西のシェアは依然として高く、また０ＡＢＪ ＩＰ電話の契約数が増加。
・ＮＴＴ東西のシェアは漸減傾向にあるものの、１０年３月末時点で８２．７％を占め、依然として高い水準にある。
・ＦＴＴＨの普及拡大に伴い、０ＡＢＪ－ＩＰ電話は１０年３月末時点で約１，４５３万加入に達している。

２ 利用者の観点からの考察２ 利用者の観点からの考察
総務省「平成１９・２０・２１年度電気通信サービスモニターに対する第１回アンケート調査結果」の概要は次のとおり。

・固定サービスを変更した理由としては、料金面の理由を挙げている回答者の割合が高い。
・一度も固定電話サービスを変更していない理由としては、事業者のブランドや信頼性の高さを挙げる者の割合が最も高いが、セット割引など料金面
の挙げた回答者も 定程度存在しているの挙げた回答者も一定程度存在している。

このため、他のサービスとのセット割引など料金水準を重視する回答者の割合を考慮すれば、固定電話と携帯電話のセット提供、あるいは固定電話とイン
ターネット接続のセット提供など他の市場のサービスに固定電話市場におけるシェアが影響を受けることも考えられる。

11.1 

10.3 

14.6
15.3 
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１ 加入している固定電話の料金が安いから

２ 携帯電話やインタ ネット等とのセット割引

【現在加入している固定電話サービスに変更した理由（２点まで）】 【現在加入している固定電話サービスを変更していない理由（２点まで）】
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があるから

３ 顧客対応・アフターケアが充実しているから

４ 事業者のブランドや信頼性が高いと思うから

５ 他の固定電話サービスよりも多くの相手先
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《固定電話領域》 ２００９年度の主な評価結果（その２）

３ 市場支配力
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１） 固定電話市場
１）－１ 市場支配力の存在： ＮＴＴ東西は単独で市場支配力を行使し得る地位にある。
・ＮＴＴ東西の市場シェアは減少傾向にあるものの、１０年３月末時点で８２．７％となっており、依然として他の競争事業者のシェアとの差は大きい。
・１０年３月末時点でメタルと光ファイバ等を合わせた加入者回線数シェアは８７ ９％ 光ファイバのみを見ても７７ ３％となっており 不可欠設備を保・１０年３月末時点でメタルと光ファイバ等を合わせた加入者回線数シェアは８７．９％、光ファイバのみを見ても７７．３％となっており、不可欠設備を保
有している点を踏まえると、設備利用に関する各種手続等を通じて、影響を与え得ると考えられる。

１）－２ 市場支配力の行使： ＮＴＴ東西が単独で市場支配力を行使する可能性は低いが、

固定電話市場から他の市場へのレバレッジの有無等について 引き続き注視が必要固定電話市場から他の市場へのレバレッジの有無等について、引き続き注視が必要。
・第一種指定電気通信設備に係る競争ルールにより、ＮＴＴ東西の市場支配力の行使を抑止。
・０ＡＢＪ－ＩＰ電話において、競争事業者が価格面・サービス面で競争を展開。
・ただし、他の市場のサービスとのセット割引と固定電話サービスの選択が関連している可能性がある。
・１０年２月、ＮＴＴ西日本に対し、他の電気通信事業者の電気通信設備との接続の業務に関して入手した情報の取り扱いに関し、業務改善命令。現行１０年２月、ＮＴＴ西日本に対し、他の電気通信事業者の電気通信設備との接続の業務に関して入手した情報の取り扱いに関し、業務改善命令。現行
の競争ルールの遵守状況に関しては、注視することが必要。

２） 中継電話市場（部分市場）
２）－１ 市場支配力の存在： ＮＴＴグループは単独又は協調により市場支配力を行使し得る地位

にある。
・ＮＴＴグループのシェアは１０年３月末時点で市内７５．３％、県内市外７３．５％、県外７２．５％、国際６６．４％と高い水準にある。
・上位３社シェアは１０年３月末時点で市内８７．８％、県内市外８７．３％、県外８６．５％、国際８３．９％、ＨＨＩは市内２４３３、県内市外２３０１、県外
３５７４、国際２８７０となり、市場は高度に寡占的。

・ＮＴＴコミュニケーションズは直収電話に参入せず、ＮＴＴ東西加入電話に係る中継電話部分の低廉な通話料で競争を行っている。
・固定電話における通話サービスは同質的であり、成熟しているといえる。

２）－２ 市場支配力の行使： ＮＴＴグループが単独又は協調により市場支配力を行使する可能性
は低いは低い。

・固定電話市場において０ＡＢＪ－ＩＰ電話の割合が高まっていることから、成熟しているといえる固定電話における通話サービスに関して、マイライン、マ
イラインプラスに基づくＮＴＴグループの市場支配力の行使の可能性は低いと考えられる。



《固定電話領域》 ２００９年度の主な評価結果（その３）

３） ０５０－ＩＰ電話市場（部分市場）

13

） 電話市場（部分市場）

３）ー１ 市場支配力の存在

①単独： 単独で市場支配力を行使し得る地位にある事業者は存在しない。
・１位のソフトバンクＢＢのシェアは１０年３月末時点で４３ ０％と減少傾向にある一方 ２位のＮＴＴコミュニケーションズは３５ １％と増加傾向にあり・１位のソフトバンクＢＢのシェアは１０年３月末時点で４３．０％と減少傾向にある 方、２位のＮＴＴコミュニケ ションズは３５．１％と増加傾向にあり、
シェアは接近している。

・参入は比較的容易であり、事業者数も多く、価格面やサービス面で活発な競争が展開。

②協調： 複数の事業者が協調して市場支配力を行使し得る地位にある。
年 月末時点 上位 社 ％ 市場 寡占状態 また 横ば とな・１０年３月末時点で上位３社シェアは８４．３％、ＨＨＩは３１６８。市場は寡占状態。また、シェアは横ばいとなっている。

・０５０－ＩＰ電話の利用番号数は減少傾向にあり、市場は成熟しつつあると考えられ、新たな利用者獲得の中でのシェア獲得競争といったものが起こり
にくい状況にある。

３）－２ 市場支配力の行使： 協調による市場支配力が行使される可能性は低い。
・ブロードバンドの付加サービス的な位置づけであり、同一サービスの加入者間での通話無料等の割引料金が定着していることから、０５０－ＩＰ電話の
通話料を協調して引き上げる可能性は低いと考えられる。

４ 今後の注視事項： 固定電話領域と他の領域とのセット提供の動向について注視。
・ＮＴＴ東西における市場支配力の固定電話領域から他の領域へのレバレッジに関しては、固定電話市場全体におけるＮＴＴ東西のシェアが減少傾向
にあるものの、注視が必要。

・１０年２月、ＮＴＴ西日本に対し、他の電気通信事業者の電気通信設備との接続の業務に関して入手した情報の取り扱いに関し、業務改善命令。現行
の競争ルールの遵守状況に関しては、注視することが必要。
この他 ＦＭＣ型サ ビスをはじめとした サ ビスのバンドル化の進展等を注視していくことが必要・この他、ＦＭＣ型サービスをはじめとした、サービスのバンドル化の進展等を注視していくことが必要。



第Ⅱ章 移動体通信領域第 章 移動体通信領域



移動体通信領域の市場画定 1

○ 従来の市場画定を採用。
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契約数の推移

○ 携帯電話・ＰＨＳ全体では 契約数は１億契約を上回り 伸びは鈍化しつつあるものの 未だ増加傾向にある

2

○ 携帯電話・ＰＨＳ全体では、契約数は１億契約を上回り、伸びは鈍化しつつあるものの、未だ増加傾向にある。

○ 携帯電話契約数は増加している一方で、ＰＨＳ契約数は、減少傾向にある。
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事業者別契約数の推移

○ 携帯電話事業者の契約数は引き続き増加している。

3

○ 携帯電話事業者 契約数は引き続き増加し る。
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上位３社及びその他事業者のシェアとＨＨＩ

○ 全体市場における上位３社（ＮＴＴドコモ、auグループ及びソフトバンクモバイル）のシェアは、１０年３月末で９４．４％、ＨＨＩ
は （注）と わずか 減少傾向 あるも 依然高水準 あり 上位 社 よる寡占的な状態 ある

4

は、３４６１（注）と、わずかに減少傾向にあるものの、依然高水準であり、上位３社による寡占的な状態にある。

○ NTTドコモのシェアは、１０年３月末で４８．２％と、この１年間では、おおむね横ばいであるが、依然市場全体の５割弱のシェ
アを有する。
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その他 ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ（旧ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝ） auグループ(ツーカーを含む） NTTドコモ ＨＨＩ（右軸）

(注）HHIは、０(完全競争）から10000（完全独占）の値をとり、10000に近づくほど市場集中度が高いことを示す指数である。ＨＨＩについてＥＵの競争総局では、企業合併の
際にＨＨＩが1000未満であれば競争上の問題がない可能性が高いと判断される また 米国の司法省と連邦取引委員会は 企業合併後のＨＨＩが①1000未満は非集中際にＨＨＩが1000未満であれば競争上の問題がない可能性が高いと判断される。また、米国の司法省と連邦取引委員会は、企業合併後のＨＨＩが①1000未満は非集中、
②1000以上1800未満は中位集中、1800以上は高度集中との基準を設定している。
我が国の公正取引委員会が公表している「企業結合審査における独占禁止法の運用指針」では、企業合併(水平型）後、HHI1,500以下等の場合は、「競争を実質的に制
限することとなるとは通常考えられない」、ＨＨＩが2500以下（かつ市場シェアが３５％以下）の場合は、「競争を実質的に制限することは小さいと通常考えられるとしている。



純増数の推移

○ ＮＴＴドコモの純増数及び純増シェアが０６年後半から０８年初めにかけて低下していたが、近時は、回復傾向にある。
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○ 純増数及び純増シ ア 年後半 ら 年初め け 低下し た 、近時は、回復傾向 ある。

○ ０７年以降ソフトバンクモバイルの純増シェアが高い傾向が続いていている。

250 
ＰＨＳ(旧NTTドコモグループ除く） イー・モバイル ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ（旧ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝ） auグループ NTTドコモ（PHS含む）

（単位：万契約）
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定額制サービス契約数の推移

○ 携帯電話の定額制サービスの契約数の増加が続いている。
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○ 携帯電話 定額制サ 契約数 増加 続 る。

○ ０９年９月末時点で４，７４６万契約と、携帯電話契約数全体の４２．３％が利用。
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ＡＲＰＵの推移

○ 携帯電話事業者のＡＲＰＵ（音声＋データ）は、０９年度において微増となった事業者もあるが、長期的には各社とも全体的
落傾向 あると言える
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に下落傾向にあると言える。

○ 音声ＡＲＰＵは、減少傾向にあるが、これは定額制や各種割引の普及等が背景にあると考えられる。

○ データARPUは微増傾向にあり、データARPUがわずかに音声ARPUを上回る事業者もあるものの、増加のペースは緩やか
であり、音声ＡＲＰＵの減少を補うまでの大幅な増加には至っていない。であり、音声ＡＲＰＵの減少を補うまでの大幅な増加には至っていない。

ＮＴＴドコモ
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２００９年度の主な評価結果

１ ２００９年度の動向：
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年度の動向
・上位３社（ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ、ソフトバンクモバイル）のシェアについては、おおむね横ばいで大きな変化は見られない。
・ ＭＶＮＯについては、加入数が大幅に拡大しつつあり、競争の促進が期待。

２ 利用者の観点からの評価：利用者の観点からの評価
・携帯電話・ＰＨＳに対する不満点として、「通話（通信）エリア」に関するものが減少する一方で、「料金水準」、「料金体系」を挙げ

る者は増加しており、利用者側の料金関係への関心が高い。
・料金体系については、「料金体系が複雑すぎて良く分からない」と感じる利用者が多い。
・我が国の携帯電話の料金水準を各国と比較すると、おおむね中位の水準にある。ただし、１分当たりの料金に換算した場合の料金は、
高 水準とな て る高い水準となっている。

3 料 金 水 準 （料 金 が 高 い か 安 い か ）
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（出所）総務省「平成２１年度電気通信サービスモニターに対する第１回アンケート調査結果」
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（出所）総務省「平成２０年度電気通信サービスに係る内外価格差に関する調査」



２００９年度の主な評価結果

３ 市場支配力の存在、行使
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市場支配力の存在、行使

１）市場支配力の存在
①単独： NTTドコモは単独で市場支配力を行使しうる地位にある。
・全体市場におけるＮＴＴドコモのシェアは、１０年３月末時点で４８．２％。依然として他の競争事業者のシェアとの格差は大きい。
・移動体通信市場は、周波数の有限希少性、サンクコストの存在、規模の経済性等による寡占的な市場構造が成立しやすい環境。移動体 信市場 、周波数 有限希少性、 存在、規模 経済性等 寡占的 市場構造 成 やす 環境。
・事業者変更のスイッチングコストが依然大きく、事業者変更に対する制約あり。

②協調： 複数の事業者が協調して市場支配力を行使しうる地位にある。
・全体市場における上位３社シェアは１０年３月末で９４．４％、ＨＨＩは３，４６１と高い水準にあり、寡占的な状態。
・契約数の伸びが鈍化し市場は成熟期。基本的に各事業者ともに垂直統合型のビジネスモデルを採用するなど事業戦略やビジネスモデルが類似しお
り、上位事業者間での協調に対するインセンティブが生じ得る環境。り、上位事業者間での協調に対するインセンティブが生じ得る環境。

２）市場支配力の行使
①単独： NTTドコモは単独で市場支配力を行使する可能性は低い。
・第二種指定電気通信設に係る接続義務や禁止行為等の規制が措置。さらに「第二種指定電気通信設備制度の運用に関するガイドライン」により、接第 種指定電気通信設に係る接続義務や禁止行為等 規制が措置。さらに 第 種指定電気通信設備制度 運用に関するガイドライ 」により、接
続料の算定方法並びにアンバンドル及び標準的接続箇所の設定等に係る考え方を明確化。ＮＴＴドコモの市場支配力の行使は抑制可能と評価。

・シェアが減少傾向にある中、価格等への影響力を行使することによる利益確保を図るよりも、競争によるシェアの維持・拡充による利益確保に向け
た行動がとられていると考えられる。

②協調： 複数の事業者が協調して市場支配力を行使する可能性は低い。
・定額制や各種割引の拡大等により 顧客獲得競争が活発・定額制や各種割引の拡大等により、顧客獲得競争が活発。
・料金体系の複雑化等の状況の競争上の影響に留意が必要。

４ 今後の注視事項
・ＦＭＣやＬＴＥなど、新しいサービスや技術の普及にともなう市場の動向について、引き続き注視していくことが必要。
・移動体通信の料金体系は極めて複雑・多様。料金水準の把握や比較等が困難となり、利用者利益が損なわれている可能性があることから、料金体系
の在り方や各種施策の成果等についても注視していくことが必要。

・ＭＶＮＯの参入状況や参入を阻害する要素の有無等について、引き続き注視していくことが必要。
・１０年６月に策定された「ＳＩＭロック解除に関するガイドライン」に基づく各事業者の取組が、市場に与える影響について注視していくことが必
要。
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《ブロードバンド市場》 市場画定と評価対象

○ 従来 市場 定を採

1

○ 従来の市場画定を採用
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【インターネット接続領域】

ブロードバンドナローバンド

市 場 部分市場凡例：

※ナローバンドについては、ブロードバンド化が進展する中でその重要性が薄れていること等から、評価及び分析の対象としない。



《ブロードバンド市場》 契約数の推移

○ 契約数は、１０年３月末で、３，１８７．７万契約であり、引き続き増加している。

2

○ 契約数は、 年 月末 、 ， 万契約 あり、引き続き増加し る。

○ 増加率は、１０年３月末で、前期（０９年１２月末）比で０．８％増。
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《ブロードバンド市場》 事業者別シェア①

○ １０年３月末のブロードバンド市場における事業者別シェアは、ＮＴＴグループが５２．７％、ソフトバンクグループが１２．０％、

3

○ 年 月末 ン 市場 おける事業者別シ アは、 グル 、ソ ンクグル 、

イー・アクセスが７．２％と続く。

ＣＡＴＶ事業者

その他

4.1%

ＮＴＴ東日本

29.0%

電力系事業者

5.2%

14.3%

ＫＤＤＩ

4.5%

ブロードバンド市場
契約数 3187.7万契約

（10年3月末）

西日本

イー・アクセス

7.2%

ＮＴＴ西日本

23.2%

ソフトバンクグループ

12.0%

その他ＮＴＴグループ

0.5%



《ブロードバンド市場》 事業者別シェア②

○ ＮＴＴ東西、ソフトバンクグループ、イー・アクセスの上位３社シェアは約７割で推移。

4

○ 東西、ソ ンクグル 、イ アク 位 社シ アは約 割 推移。

○ ＦＴＴＨの伸びを背景にＮＴＴ東西のシェアが上昇傾向。一方、ＡＤＳＬ主体のソフトバンク、イー・アクセスのシェアは低下傾向。
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《ブロードバンド市場》 上位３社シェアとＨＨＩ

【上位３社シェア（ＮＴＴグループ、ソフトバンクグループ、イー・アクセス）】
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【 位 社シ ア（ グル 、ソ ンクグル 、イ アク ）】

○ １０年３月末で、７１．９％となり、やや上昇。

【ＨＨＩ】

○ １０年３月末で、３０４８。上昇傾向が続いている。
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《ブロードバンド市場》 ２００９年度の主な評価結果

１ ２００９年度の動向： 市場全体の伸張は鈍化傾向、ＮＴＴ東西のシェアが伸張
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・ブロードバンド市場全体の契約数は、 １０年３月末時点で３，１８８万（ＦＴＴＨは１，７７９万。ＡＤＳＬは９７４万。ケーブルインターネットは４３５万。）。
・ＦＴＴＨは引き続き伸張しているが、市場全体の増加率は鈍化傾向。
・契約数が増加傾向にあるＦＴＴＨの競争状況を背景に、ブロードバンド全体におけるＮＴＴ東西のシェアが増加傾向。

２ 市場支配力の存在２ 市場支配力の存在
①単独： ＮＴＴ東西は市場支配力を行使しうる地位にある。
・契約数シェアは、１０年３月末時点で１位のＮＴＴ東西が５２．２％で上昇傾向。２位のソフトバンクグループは１２．０％で低下傾向。シェアの格差は
大きく、なお拡大。

・加入者回線全体におけるＮＴＴ東西のシェアは１０年３月末時点で８７．９％であり、加入アクセス部分はボトルネック性を有している。
・競争事業者のサービス提供はＮＴＴ東西の第一種指定電気通信設備（メタル回線・光ファイバ回線）の開放によって成り立っており、ＮＴＴ東西は当
該設備の利用に対する手続等を通じて競争事業者に影響を与えることが可能。

②協調： 複数の事業者が協調して市場支配力を行使しうる地位にある。
・契約回線数に占める上位３社シェアは１０年３月末時点で７１．９％、ＨＨＩは３０４８であり、市場は寡占的。
・シェア上位の事業者が協調する可能性はあると判断・シェア上位の事業者が協調する可能性はあると判断。

３ 市場支配力の行使
①単独： ＮＴＴ東西が市場支配力を行使する可能性は高くはないが、固定電話市場からのレバレッジの懸念あり。
・第一種指定電気通信設備制度など競争ルールの存在がＮＴＴ東西の市場支配力の行使を抑制。
・他市場における市場支配力をブロードバンド市場へレバレッジすることによって、ブロードバンド市場において市場支配力を行使することへの懸念
あり。

②協調： 複数の事業者が協調して市場支配力を行使する可能性は低い。
・シェア獲得の競争が活発であり、従来の競争状況も踏まえ、協調の懸念は低い。
・大幅な新規加入の獲得が難しいことから シ ア競争に変化が生じるおそれがあり 注視する必要がある・大幅な新規加入の獲得が難しいことから、シェア競争に変化が生じるおそれがあり、注視する必要がある。

４ 今後の注視事項： 新たなブロードバンドサービスの普及による市場環境の変化と現行の競争ルールの遵守状況を注視
・ １０年２月、ＮＴＴ西日本に対し、他の電気通信事業者の電気通信設備との接続の業務に関して入手した情報の取り扱いに関し、業務改善命令。
現行の競争ルールの遵守状況に関して注視することが必要。現行 競争ル ル 遵守状況に関して注視することが必要。

・ＮＴＴ東西によるＮＧＮを利用したサービス「フレッツ光 ネクスト」やＢＷＡ等のワイヤレスブロードバンドなど新たなサービスの普及がブロードバンド
市場に与える影響等について今後注視していくことが必要。



ＡＤＳＬ市場
（部分市場）（部分市場）



《ＡＤＳＬ市場》 市場規模の推移

○ 年 月末をピ クに低 傾向が続 おり 年 月末 回線となり 回線を割り込む
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○ ０６年３月末をピークに低下傾向が続いており、１０年３月末で９７３．５万回線となり、１，０００万回線を割り込む。
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《ＡＤＳＬ市場》 事業者数別シェア

○ 全国では、ソフトバンクＢＢは３８．７％、イー・アクセスは２３．５％で、ともにやや増加傾向。
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○ 国 は、ソ ンク は 、イ アク は 、 も やや増加傾向。

○ 東日本は、ソフトバンクＢＢが３６．９％、ＮＴＴ東日本が３２．４％ 。 西日本は、ソフトバンクＢＢが４０．８％、ＮＴＴ西日本が
３６．７％。

全国シェア
東西シェア

【西日本地域】【東日本地域】
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《ＡＤＳＬ市場》 上位３社シェアとＨＨＩ

【上位３社シェア（ＮＴＴ東西、ソフトバンクＢＢ、イー・アクセス）】
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【 位 社シ ア（ 東西、ソ ンク 、イ アク ）】

○ １０年３月末で、全国では９７．０％、東日本９７．６％、西日本９６．２％。０９年６月、イー・アクセスがアッカ・ネットワークス
を吸収合併。

【ＨＨＩ】【ＨＨＩ】

○ １０年３月末で、全国で３２６３、東日本３２２１、西日本３３７５であり、東日本の方がやや低い。

上位３社シェア ＨＨＩ
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※ 全国ベースの上位３社シェア及びＨＨＩは、ＮＴＴ東西を１者として算出している。
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《ＡＤＳＬ市場》 料金の推移

○ 近年、各社とも顕著な値下げは行っておらず、下げ止まり。
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○ 近年、各社とも顕著な値下げは行っておらず、下げ止まり。

１　ＮＴＴ東日本
（月額料金・円／月（税抜き））

5,000

フレッツ・ＡＤＳＬ　1.5M（開始は00.12　01.2～　4,050円）
4,000

フレッツ・ＡＤＳＬ モアⅡ(24Mタイプ)

（03.7～ 2,750円）

フレッツ・ＡＤＳＬ モアⅡ(40Mタイプ)

（03 12～ 2 750円）
フレッツ・ＡＤＳＬ モアⅢ(47Mタイプ)

（ 円）

2,000

3,000

（01.12～ 2,900円）

細破線部分はマイラインプラスとの

セット割引 2,610円 （02.12～ 2,600円）

（01.10～ 3,100円）

フレッツ・ＡＤＳＬ 8M

（01.12～ 3,100円）

フレッツ・ＡＤＳＬ モア(12Mタイプ)

（02.11～ 3,200円）

8M：02.12～ 2,650円

12M：02.12～2,700円

（03.12～ 2,750円）
（04.8～ 2,800円）（01.7～ 3,800円）

1,000

0
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（注１）電話共用型の料金 ＩＳＰ料金 加入電話月額基本料 ＡＤＳＬモデムレンタル料は含まない

細破線部分はマイラインプラスとの

セット割引 2,340円 (04.2～)

１年目適用料金 1,800円（太破線部分）

２年目以降適用料金 2,600円（実線部分）

細破線部分はマイラインプラスとのセット割引 2,340円

06.1 1年目割引メニュー廃止

フレッツ・ＡＤＳＬ エントリー(１Mタイプ)

（05.12～ 1,600円）

３　Yahoo!BB（ソフトバンクＢＢ）、＠nifty＋イー・アクセス
（月額料金・円／月（税抜き））

6,000

@ｎifty・イーアクセス 1.5M（H12.11開始(当初0.6M)、H13.2～ 6,500円 1.5Mに変更）

（01.4～ 5,800円）

（注１）電話共用型の料金。ＩＳＰ料金、加入電話月額基本料、ＡＤＳＬモデムレンタル料は含まない。
（注２）１．５Ｍ以外でもマイラインプラスとのセット割引があるが、本図では記入していない。

5,000

4,000

3,000

（01.9～ 3,980円）

（01.11～ 2,980円)

@ｎifty・イーアクセス ハイスピードコース

（24/26M相当。03.7～ 3,480円）

（03.11から40Mに変更） @ｎifty・イーアクセス ﾆｭｰｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞｺｰｽ

47M相当 H04.2～ 2,880円（04.11～50M相当に変更）

Yahoo!BB 50M(04.1～ 2,780円)

（04.9に45Ｍから50Ｍに変更、06.2～ 50Ｍ Ｒｅｖｏ開始）
@ｎifty・イーアクセス 50Mコース

08.8～ 2,880円

2,000

1,000

0

@ｎifty・イーアクセス 8Ｍ/12Ｍコース、03.7～スタンダードコース

（8M相当、01.11～ 3,280円 、12M相当 02.10～3,380円、03.7～ 3,280円）

@ｎifty・イーアクセス ライトコース

(1M(03.05～)/3M(05.04～)/5M(06.06～)相当 2,000円
@ｎifty・イーアクセス エントリーコース

(960k相当 05.7～ 1,780円

@ｎifty・イーアクセス バリューコース

（12M相当 06.10～ 1,880円）
※イーアクセスエリア外はライトコースを提供

Yahoo!BB 8M（01.9～ 2,280円）

Yahoo!BB 12M（02.8～ 2,480円）

Yahoo!BB 26M(03.7～ 2,680円)

08.8新規受付終了

@ｎifty・イーアクセス 39Mコース

08.8～ 2,380円

@ｎifty・イーアクセス

12Mコース

08.8～ 1,880円

08.8新規受付終了

0

01.4 01.10 02.4 02.10 03.4 03.10 04.4 04.10 05.4 05.705.10 06.4 06.10 07.3 07.10 08.3 08.10 09.3 09.10 10.3

（注）電話共用型の料金。ＩＳＰ料金を含む。NTT東西加入電話月額基本料、ＡＤＳＬモデムレンタル料、ＮＴＴ・ＡＤＳＬ回線使用料は含まない。



《ＡＤＳＬ市場》 ２００９年度の主な評価結果

１ ２００９年度の動向： 市場は引き続き縮小局面にある
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・ＡＤＳＬ市場における契約数は１０年３月末時点で９７4万。
・契約数シェアはソフトバンクＢＢが１位。０９年６月、イー・アクセスがアッカ・ネットワークスを吸収合併。
・ＡＤＳＬ契約数の純減が更に進展すれば、ＮＴＴ東西のメタル加入者回線に依存したブロードバンド市場における競争の構造に大きな変動が生じる可能性あり。

２ 市場支配力の存在
①単独： ＮＴＴ東西は市場支配力を行使しうる地位にある。
・契約数シェアは、１０年３月末時点１位のソフトバンクＢＢのシェアが３８．７％（３８．４％（０９年３月時点））、２位のＮＴＴ東西のシェアが３４．８％（３５．７％（０９年３
月時点））。両社のシェア格差は拡大傾向。

・競争事業者のサービス提供はＮＴＴ東西の第一種指定電気通信設備（メタル回線）の開放によって成り立っており、ＮＴＴ東西は当該設備の利用に対する手続
等を通じて競争事業者に影響を与えることが可能であり、競争ルールの存在がなければ、契約数シェア１位のソフトバンクＢＢであっても継続的なサービスの提
供が困難となる可能性あり。

・加入者回線の内、メタル回線に占めるＮＴＴ東西のシェアは１０年３月末時点で９９．９％。ＮＴＴ東西が保有するメタル回線に係るネットワーク における加入アク
セス部分は独占的。

②協調： 複数の事業者が協調して市場支配力を行使しうる地位にある。
・契約回線数に占める上位３社シェアは１０年３月末時点で全国で９７．０％、ＨＨＩは３２６３であり、市場は寡占的 。契約回線数に占める上位３社シ アは１０年３月末時点で全国で９７．０％、ＨＨＩは３２６３であり、市場は寡占的 。
・市場は既に成熟。ＦＴＴＨへの移行が進み、ＡＤＳＬ市場内での競争圧力が弱まる中で、シェア上位の事業者が協調する可能性はあると判断。

３ 市場支配力の行使
①単独： ＮＴＴ東西が市場支配力を行使する可能性は低い。
・第一種指定電気通信設備制度など競争ルールの存在がＮＴＴ東西の市場支配力の行使を抑制第 種指定電気通信設備制度など競争ル ルの存在がＮＴＴ東西の市場支配力の行使を抑制。
・ＮＴＴ東西と競争事業者はこれまで価格面・サービス面で活発な競争を展開。ＦＴＴＨ、高速化されたケーブルインターネットからの競争圧力も依然存在。

②協調： 複数の事業者が協調して市場支配力を行使する可能性は低い。
・これまでシェア獲得の競争が活発に展開。
・第一種指定電気通信設備の開放が、ＮＴＴ東西の市場支配力の行使を抑制。
・市場の縮小による競争圧力の低下は見られるものの ＦＴＴＨ 高速化されたケーブルインターネットからの競争圧力が存在・市場の縮小による競争圧力の低下は見られるものの、ＦＴＴＨ、高速化されたケーブルインターネットからの競争圧力が存在。

４ 今後の注視事項： 市場の縮小局面における競争環境の変化を注視
・ＡＤＳＬからＦＴＴＨへのマイグレーションが進行する中で、ＡＤＳＬ市場はＮＴＴ東西のみならず、競争事業者も含めて縮小局面。競争優位にある特定の事業者
のシェアが急激に高まったり、複数の事業者による価格面等における暗黙の協調が生じたりする可能性について、今後注視が必要。

・ＡＤＳＬ市場における競争圧力が弱まる場合においても 固定電話市場における市場支配力をレバレッジとしてＡＤＳＬ市場での影響力を拡大する行為がない・ＡＤＳＬ市場における競争圧力が弱まる場合においても、固定電話市場における市場支配力をレバレッジとしてＡＤＳＬ市場での影響力を拡大する行為がない
か、注視が必要。



ＦＴＴＨ市場
（部分市場）（部分市場）



《ＦＴＴＨ市場》 契約数の推移

○ 普及が本格化し、１０年３月末で１，７７８．９万。うち、集合住宅向けは７２１．５万、戸建て＋ビジネス向けは１，０５７．４万。
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○ 普及 本格化し、 年 月末 ， 万。うち、集合住宅向けは 万、戸建 ジネ 向けは ， 万。

○ 前期（０９年１２月末）と比べた伸び率は、１０年３月末で３．４％。
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《ＦＴＴＨ市場》 契約数の事業者別シェア（全国）

○ 東 電力系事業者 社 を占める
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○ ＮＴＴ東西、電力系事業者、ＫＤＤＩの３社で９１．７％を占める。

○ ＮＴＴ東西のシェアは、１０年３月末で７４．４％を占め、ＮＴＴ西については減少したものの、依然高い状態で推移。
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《ＦＴＴＨ市場》 契約数の事業者別シェア（集合住宅／戸建てビジネス）

【集合住宅市場】
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【集合住宅市場】

○ ＮＴＴ東西のシェアが徐々に増加しており、１０年３月末で７０．１％。

【戸建て・ビジネス市場】

○ ＮＴＴ東西のシェアは、若干減少し、１０年３月末で７７．５％となった。
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《ＦＴＴＨ市場》 上位３社シェアとＨＨＩ

【上位３社シェア（ＮＴＴ東西、電力系事業者、ＫＤＤＩ）】
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【 位 社シ ア（ 東西、電力系事業者、 ）】

○ ＦＴＴＨ市場全体で９１．７％。市場は寡占的。

○ 戸建て住宅市場では、９７．１％と非常に高い。

○ 集合住宅市場でも増加傾向にあり、１０年３月末で８４．８％と市場集中が進んでいる。

【ＨＨＩ】

○ ＦＴＴＨ市場全体で５８３６。

○ 戸建て住宅市場は、６２１５。

○ 集合住宅市場は ５３４７○ 集合住宅市場は、５３４７。

上位３社シェア ＨＨＩ
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《ＦＴＴＨ市場》 料金の推移

○ ＮＴＴ東西と電力系事業者を中心に料金競争が活発。
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○ 東西 電力系事業者を中心 料金競争 活発。

○ 集合住宅市場の料金は、ＡＤＳＬとほぼ同水準にまで料金低下している。

◆例：ＮＴＴ西日本（Bフレッツ）、ケイ・オプティコム（eo光ネット）
２　ＮＴＴ西日本
（月額料金・円／月（税別））

40,000 Ｂフレッツ　ビジネスタイプ(01.11～　40,000円)

10,000

Ｂフレッツ　ベーシックタイプ（01.8～　9,000円）

フレッツ・光プレミアム

ファミリータイプＢフレッツ ファミリ タイプ

フレッツ・光プレミアム

エンタープライズタイプ

（06.8～ 19,000円）

フレッツ光ネクス

（08.10～ 40,00

３　ケイ・オプティコム、東京電力・ＫＤＤＩ（＋ニフティ）
（月額料金・円／月（税別））

5,000

（04.9～　2,600円）Ｂフレッツ マンションタイプ プラン２

（ 円）

ファミリ タイプ

（05.3～ 4,300円）Ｂフレッツ ファミリー100タイプ

（02.9～ 4,300円）

（02.9～ 4,300円）

フレッツ・光プレミアム

マンションタイプ プラン１

（05.4～ 3,100円）

Ｂフレッツ ファミリータイプ

（01.8～ 5,000円）

（04.9～ 3,100円）

Bフレッツ ワイヤレスタイプ プラン１

（03.10～ 3,500円）

（01.12～ 3,500円）

フレッツ・光プレミアム

マンションタイプ プラン・ミニ

（07.9～ 3,900円）

フレッツ光ネク

（08.10～ 4,3

Ｂフレッツ マンションタイプ プラン１

（01.8～ 3,800円）

55,000

40,000

35,000

30,000

ケイ・オプティコム インターネットオフィス(固定グローバルＩＰアドレス8個)（02.10～ 39,800円）

（03.10～ 34,800円）

ケイ・オプティコム インターネットオフィス(固定グローバルＩＰアドレス1個)（02.10～ 31,290円）

ケイ・オプティコム インターネットオフィス(固定グローバルＩＰアドレス16個)（03.10～ 54,800円）

0

01.10 02.4 02.10 03.4 03.10 04.4 04.10 05.4 06.4 06.10 07.4 07

（注１）ＩＳＰ料金、付加機能使用料、回線終端装置使用料は含まない。
条 プ プ

（01.12～ 3,000円）

※ （04.4～ ）

「フレッツ・ずっと割引」、

「フレッツ・あっと割引」

開始

フレッツ・光プレミアム

マンションタイプ プラン２

（05.4～ 2,600円）

※ （05.6～）

「光ぐっと割引」

開始

Bフレッツ ワイヤレスタイプ プラン２

（03.10～ 3,000円）

フレッツ光ネ

マンションタ

（08.10～ 3

25,000

16,000

10,000 東京電力・ニフティ TEPCOひかり・ホームタイプ（02.4～ 9,900円）

（03.10～ 24,800円）

ケイ・オプティコム インターネットオフィス(動的グローバルＩＰアドレス1個)（03.10～ 16,800円）

eo光ネット（ホームタイプ）

1ギガコース（05.7～ 8,381円※）

（02.12～ 7,800円）

（03.7～ 7,400円）

（注２）「フレッツ・あっと割引」：2年間の継続利用を条件に利用料10％割引（申し込み制）。≪例≫フレッツ・光プレミアム ファミリータイプの場合：3,870円
（注３）「フレッツ・ずっと割引」：利用開始～１年までが通常料金、１年～２年までが５％割引、２年～が１０％割引（自動適用）。
　　　　≪例≫フレッツ・光プレミアム　ファミリータイプの場合：利用開始～1年まで4,300円、1年～2年まで4,085円、2年～3,870円
（注４）「光ぐっと割引」：フレッツ・光プレミアム ファミリータイプが最初の1年間3,000円（地域限定、キャンペーン期間を設定して実施）
　　　　対象地域：静岡県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、広島県、福岡県

5,000

ケイ・オプティコム eoホームファイバー（02.4～ 6,000円）

東京電力・ニフティ TEPCOひかり・マンションＶ（04.5～ 4,300円）

東京電力・ニフティ TEPCOひかり・マンションＥ（04.9～ 3700円）★

ケイオプティ・サイバーポート eoメガファイバー

ＶＤＳＬ方式（01.6～ 3,980円）★

（04.9～ 4,762円）

（02.12～ 3,480円）

（05.7～ eo光ネット（ホームタイプ） 100Mコース）※

eo光ネット（ホームタイプ）100Mプレミアムコース(05.7～ 5,238円※） (08.7～ 200

（05.5～ 3,950円）

（05.5～ 3,350円）

（05.5～ 6,400円）

（ , ）

（04.5～ 6,600円）

@nifty ひかりone・ホームタイプ 標準プラン（06.7～ 6,300円

@nifty ひかりone・マンションV8（06.7～ 4,100

@nifty ひかりone・マンションV16（06.7～ 3,80

@nifty ひかりone・マンションE8（06.7～ 3,700

@nifty ひかりone・ギ

0

01.10 02.4 02.10 03.4 03.10 04.4 04.10 05.4 05.10 06.4 06.10 07.3

ケイオプティ・サイバーポート

eoメガファイバー

イーサ方式（01.6～ 3,480円）★ （02.12～ 2,980円）
（05.8～ eo光ネット（マンションタイプ）VDSL方式 3,124円）★

（05.5 3,350円）

※ ケイ・オプティコムの各サービスに「即割」を適用した料金は以下のとおり。

eo光ネット（ホームタイプ）（1ギガコース） 8,286円

eo光ネット（ホームタイプ）（２00Mコース） 5,238円

eo光ネット（ホームタイプ）（100Mコース） 4,667円

@nifty ひかりone・マンションE16（06.7～ 3,400

（07.10～ eo光ネット（マンションタイプ）



《ＦＴＴＨ市場》 ２００９年度の主な評価結果

１ ２００９年度の動向： 市場は拡大傾向であるが、その伸張は鈍化傾向にある
契約数は１０年３月末で１ ７７９万（集合住宅市場 ７２２万 戸建て住宅市場（ビジネス向け含む） １ ０５７万）であり 増加傾向にあるが 増加率は鈍化傾向
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・契約数は１０年３月末で１，７７９万（集合住宅市場：７２２万、戸建て住宅市場（ビジネス向け含む）：１，０５７万）であり、増加傾向にあるが、増加率は鈍化傾向。

２ 市場支配力の存在
①単独： ＮＴＴ東西は市場支配力を行使しうる地位にある。
・契約数シェアは、１０年３月末時点で１位のＮＴＴ東西が７４．４％（集合住宅市場：７０．１％、戸建て住宅市場：７７．５％）、２位の電力系事業者の９．２％ （集合住宅市
場：５ ８％ 戸建て住宅市場：１１ ５％）との格差は大きい場：５．８％、戸建て住宅市場：１１．５％）との格差は大きい。

・加入者回線のうちＮＴＴ東西が占める割合（光ファイバのみ）は、７７．３％であり、ＮＴＴ東西が保有する光ファイバに係るネットワークにおける加入アクセス部分はボトル
ネック性を有している。

・競争事業者のサービス提供はＮＴＴ東西の第一種指定電気通信設備（光ファイバ回線）の開放によって成り立っており、ＮＴＴ東西は当該設備の利用に対する手続等
を通じて競争事業者に影響を与えることが可能。

②協調： 複数の事業者が協調して市場支配力を行使しうる地位にある。
・契約数に占める上位３社シェアは９１．７％（集合住宅市場：８４．８％、戸建て住宅市場：９７．１％）、ＨＨＩは５８３６（集合住宅市場：５３４７、戸建て住宅市場：６２１５）であ
り、市場は高度に寡占的。シェア上位の事業者が協調する可能性あり。

３ 市場支配力の行使

①単独： ＮＴＴ東西が市場支配力を行使する可能性は否定できず、固定電話市場での市場支配力を梃子にしてＦＴＴＨ市場に影響を及ぼす懸念
があるがある。

・第一種指定電気通信設備制度など競争ルールの存在がＮＴＴ東西の市場支配力の行使を抑制。
・ＮＴＴ東西と競争事業者は価格面・サービス面で活発な競争を展開。ＡＤＳＬ、ケーブルインターネットからの競争圧力も存在。
・ただし、０ＡＢＪ－ＩＰ電話とのセット提供・ＮＴＴ加入電話の顧客情報を用いた営業など、固定電話市場における市場支配力をＦＴＴＨ市場へレバレッジすることによって、
ＦＴＴＨ市場において市場支配力を行使することへの懸念あり。

②協調 複数の事業者が協調して市場支配力を行使する可能性は低い②協調： 複数の事業者が協調して市場支配力を行使する可能性は低い。
・新規加入キャンペーンの実施、固定電話や携帯電話との連携サービス等、シェア獲得の競争は活発。従来の競争状況も踏まえ、協調の懸念は低い。

４ 今後の注視事項： ＦＴＴＨへの移行本格化に伴う競争環境の変化と競争ルールの遵守状況を注視
・。引き続きＮＴＴ東西による市場支配力の行使の可能性について注視。
・ＮＴＴ東西と他の事業者とのシェア格差の拡大傾向が続く 現行の競争ルール下においても市場支配力の行使の可能性が高まる点に留意する必要ありＮＴＴ東西と他の事業者とのシェア格差の拡大傾向が続く。現行の競争ル ル下においても市場支配力の行使の可能性が高まる点に留意する必要あり。
・固定電話市場における市場支配力をレバレッジとして、ＮＴＴ東西がＦＴＴＨ市場における影響力を拡大する行為がないか、引き続き検証することが必要。
・１０年２月、ＮＴＴ西日本に対し、他の電気通信事業者の電気通信設備との接続の業務に関して入手した情報の取り扱いに関し、業務改善命令。ＦＴＴＨがブロードバ
ンドサービスの中心となっていくであろうことを踏まえれば、現行の競争ルールの遵守状況に関しては、注視することが必要。

・ＮＧＮを利用したサービスによるブロードバンド市場における市場への影響力や、インターネット接続と０ＡＢＪ－ＩＰ電話のセット販売、更には映像サービスを加えた「トリ
プルプレイサービス」ついて、今後注目する必要がある。



ケーブルインターネット市場
（部分市場）（部分市場）



《ケーブルインターネット市場》 契約数の推移

○ １０年３月末の契約数は４３５．３万。
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○ 年 月末 契約数は 万。

（単位：万回線） （増加率）
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《ケーブルインターネット市場》 利用料金の推移

○ 近年は料金水準は据え置かれている。
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○ 近年は料金水準は据え置 れ る。



《ケーブルインターネット市場》 契約数の事業者別シェア

○ １０年３月末のＪ：ＣＯＭグループのシェアは３６．６％となり、上昇傾向。
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○ 年 月末 グル シ アは なり、 昇傾向。

100%

57 7% 56 2%
50.6%

80%

90%

65.7% 63.7%
60.0% 57.7% 56.2%

60%

70%

5.2%
6.7%

7.3%

10.1%
2.7%

2.7%
2.7%

2.7%

3.4%
3.5%

40%

50%

26 3% 28.1%
32.1% 33.0% 33.7%

36.6%

4.6%
4.7%

5.2%

20%

30%

26.3%

0%

10%

05.3 06.3 07.3 08.3 09.3 10.3
Ｊ ＣＯＭグル プ ＪＣＮグル プ イ ツ ケ ブルウ ストグル プ その他

※ 複数の地域の有線テレビジョン放送事業者を統一ブランド等により、所有・運営する統括運営会社を「ＭＳＯ（Multiple System Operator）：多施設保有者」として
一つのグループにまとめている。

Ｊ：ＣＯＭグループ ＪＣＮグループ イッツ・

コミュニケ

ーションズ

ケーブルウェストグループ その他



《ケーブルインターネット市場》 上位３社シェアとＨＨＩ

○ 上位３社シェア（Ｊ：ＣＯＭグループ、ＪＣＮグループ、イッツ・コミュニケーションズ）は、１０年３月末で４９．４％。
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○ 位 社シ ア（ グル 、 グル 、イッツ ケ ション ）は、 年 月末 。

○ ＨＨＩは、全体で１４８３。他の電気通信サービスに比較すると低水準。

100%2500 

2000 

ＨＨＩ(左軸) 上位３社シェア(右軸)

1483 

75%

1500

1107 
1183 

1241 

43 8%

49.4%

50%

1000

1500 

775 

881 

34.3%
36.3%

40.0%
42.3%

43.8%

25%

1000 

500 

※ 複数の地域の有線テレビジョン放送事業者を統一ブランド等により、所有・運営する統括運営会社を「ＭＳＯ（Multiple System Operator）：多施設保有者」として
一つのグループにまとめている。

0%0 

05.3 06.3 07.3 08.3 09.3 10.3



《ケーブルインターネット市場》 ２００９年度の主な評価結果

１ ２００９年度の動向 契約回線数は依然として増加傾向
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１ ２００９年度の動向： 契約回線数は依然として増加傾向
・ケーブルインターネットの契約数は１０年３月末で４３５万。

２ 市場支配力の存在
①単独： 単独で市場支配力を行使しうる地位にある事業者は存在しない。
・契約数の事業者シェアは、１０年３月末時点で１位のＪ：ＣＯＭグループが３６．６％。他事業者との合併や提携等により、Ｊ：ＣＯＭグループはＭＳＯと
してシェアを伸ばしているものの、ＦＴＴＨからの競争圧力等により、単独で全国的に市場支配力を行使しうる地位にあるとは言い難い。

②協調： 複数の事業者が協調して市場支配力を行使しうる地位にはない。②協調 複数 事業者 協調 市場支 を行使 う 。
・契約数に占める上位３社シェアは１０年３月末時点で４９．４％、ＨＨＩは１４８３。
・ブロードバンド市場内におけるＡＤＳＬやＦＴＴＨからの競争圧力の存在やＦＴＴＨにおけるトリプルプレイサービスの提供による競争圧力も存在。シェ
ア上位の事業者が協調する可能性は低い。

３ 今後の注視事項 競争環境の変化を注視３ 今後の注視事項： 競争環境の変化を注視
・ＭＳＯによる他事業者の合併・吸収等により、市場集中度は他市場に比して低水準ではあるものの上昇傾向にあり、今後大型の合従連衡の動きが
発生し、急激な寡占化・独占化が顕在化した場合には注意が必要。

・Ｊ：ＣＯＭ、住友商事、ＫＤＤＩによる業務提携が市場に与える影響を注視。
・ＩＰマルチキャストによる電気通信役務利用放送 ＶＯＤやインターネット放送を含めた映像伝送サービスの普及動向に注目することが必要ＩＰマルチキャストによる電気通信役務利用放送、ＶＯＤやインタ ネット放送を含めた映像伝送サ ビスの普及動向に注目することが必要。
・ＨＦＣやＤＯＣＳＩＳ３．０など高速化したケーブルインターネットとＦＴＴＨの関係に着目した分析が必要。



ＩＳＰ市場ＩＳＰ市場



《ＩＳＰ市場》 契約数の推移

○ 契約数は、１０年３月末で、３,４６６．７万。うち、常時接続は２，８９７．５万、随時接続は５１３．１万。
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○ 契約数は、 年 月末 、 , 万。うち、常時接続は ， 万、随時接続は 万。

4,000 
（単位：万回線）
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《ＩＳＰ市場》 契約数の事業者別シェア

○ １０年３月末で、非ＮＴＴ系が３２．６％、ＮＴＴ系が３１．９％、ベンダー系が２８．８％、ＣＡＴＶ系が６．８％。
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○ 年 月末 、非 系 、 系 、 ンダ 系 、 系 。

○ ＮＴＴ系、ＣＡＴＶ系のシェアが近年増加傾向。
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《ＩＳＰ市場》 上位３社シェアとＨＨＩ

○ 上位３社シェア（ＮＥＣビックローブ、ＮＴＴコミュニケーションズ、ソフトバンクＢＢ（５０音順））は、１０年３月末で、５６．４％であ
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○ 位 社シ ア（ ック 、 ケ ション 、ソ ンク （ 音順））は、 年 月末 、 あ
り、下降傾向。

○ ＨＨＩは、１０年３月末で、１５５７であり、横ばい傾向。
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《ＩＳＰ市場》 ２００９年度の主な評価結果

年度の動向 契約数は緩やかな増加傾向
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１ ２００９年度の動向： 契約数は緩やかな増加傾向。
・契約数５万以上の事業者の合計では、３，４６７万。
・随時接続（ナローバンド）は減少傾向の一方、常時接続（ブロードバンド）は増加傾向。
・ＮＴＴ系のＩＳＰ事業者のシェアが増加傾向。

２ 市場支配力の存在
①単独： 単独で市場支配力を行使しうる地位にある事業者は存在しない。
・ＩＳＰ市場におけるシェア１位の事業者又はグループのシェアは３割に達しておらず、また他の競争事業者との格差も小さい。

ネ 接続 線 う 欠設備が存在す 状 と 異な 参 容易・インターネット接続回線のように不可欠設備が存在する状況とは異なり、参入は容易。
・価格面・サービス面での活発な競争も展開されており、かつ事業者変更のためのスイッチングコストについても、メールアドレスの変更等があるもの
の、比較的小さい。

②協調： 複数の事業者が協調して市場支配力を行使しうる地位にはない。
１０年３月末の上位３社シ アは５６ ４％ ＨＨＩは１５５７ 市場は寡占的とはいえない・１０年３月末の上位３社シェアは５６．４％、ＨＨＩは１５５７。市場は寡占的とはいえない。

・ブロードバンドの拡大やＦＴＴＨへのマイグレーションの進展に伴い、市場は依然として成長基調。
・価格面やサービス面で活発な競争が展開されており、シェア上位の事業者が協調する可能性は低い。

３ 今後の注視事項： 下位レイヤーからのレバレッジを注視。３ 今後の注視事項： 下位レイヤ からのレバレッジを注視。
・ＡＤＳＬやＦＴＴＨといった下位レイヤーから市場支配力のレバレッジによる影響が及ぶことがないか、注視する必要あり。



第Ⅳ章 法人向けネットワークサービス領域第 章 法人向けネットワ クサ 領域



法人向けネットワークサービス領域の市場画定と評価対象 1

○ 従来の市場画定を採用。

ＷＡＮサービスＷＡＮサービス

ＩＰＩＰ--ＶＰＮＶＰＮ

専用サービス専用サービス 広域イーサネット広域イーサネット

インターネットＶＰＮインターネットＶＰＮ

ＮＴＴ東西のメガデータネッツ等

画定市場画定市場 部分市場部分市場凡例：凡例：

○専用サービス：拠点相互間を直接接続するサービス。回線内の帯域を専有する。
○ＷＡＮサービス

ＩＰ－ＶＰＮ：事業者の閉域ＩＰ網を用いるＷＡＮサービス。
広域イーサネット：イーサネット技術で構築された事業者の網を利用するＷＡＮサービス。
ＮＴＴ東西のメガデ タネ ツ等 「メガデ タネ ツ」 「フレ ツ オフィス」 「フレ ツ オフィスワイド」 「フレ ツ グル プ」 「フレ ツ グル プアクセス」を指すＮＴＴ東西のメガデータネッツ等：「メガデータネッツ」、「フレッツ・オフィス」、「フレッツ・オフィスワイド」、「フレッツ・グループ」、「フレッツ・グループアクセス」を指す

・メガデータネッツ：ＡＴＭ方式をベースに、中継網を介して同一都道府県内拠点間用に利用されるＷＡＮサービス
・フレッツ・オフィス（ワイド）：企業のネットワーク等を地域ＩＰ網であるフレッツ網に接続させることで、フレッツＡＤＳＬやＢフレッツ等のフレッツアクセス回線と企業ﾈｯﾄﾜｰｸを接続させるサービス
・フレッツ・グループ（アクセス）：特定のフレッツＡＤＳＬやＢフレッツ等を同一グループとして契約し、地域ＩＰ網を介して同一グループ間通信を行うサービス

インターネットＶＰＮ：公衆インターネット網内でＶＰＮを提供するサービス。



ＷＡＮサービス市場ＷＡＮサ 市場



《ＷＡＮサービス市場》 端末回線数の推移

○ ＷＡＮサービスは市場は１０年３月末時点で８８万回線超
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○ ＷＡＮサービスは市場は１０年３月末時点で８８万回線超。

ＷＡＮサービスの端末回線数の推移ＷＡＮサービスの端末回線数の推移
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《ＷＡＮサービス市場》 事業者別シェア

○ グ プ全体と 概ね横ば 推移
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○ ＮＴＴグループ全体としては、シェアは概ね横ばいで推移

ＷＡＮサービスの端末回線数の事業者別シェアの推移ＷＡＮサービスの端末回線数の事業者別シェアの推移
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《ＷＡＮサービス市場》 市場の集中度（上位３社シェア・ＨＨＩ）

○ 上位３社シェア（ＮＴＴ東西、ＮＴＴコミュニケーションズ、ＫＤＤＩ）
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○ 位 社シ ア（ 東西、 ケ ション 、 ）

・ＷＡＮサービスの上位３社シェアは、ほぼ横ばいであり、１０年３月末時点では７４．６％。

○ ＨＨＩ

・１０年３月末時点で２１７３であり、ほぼ横ばい。

上位３社のシェアの推移上位３社のシェアの推移 ＨＨＩの推移ＨＨＩの推移
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法人向けネットワークサービスの利用動向

○ 幹線系※においては ＷＡＮサ ビスの伸張が続く一方 専用サ ビスの利用率は減少傾向
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○ 幹線系※においては、ＷＡＮサービスの伸張が続く一方、専用サービスの利用率は減少傾向。

○ 支線系※においては、ＷＡＮサービスの利用は横ばい。

※幹線系：主要拠点同士やデータセンターを結ぶネットワーク 支線系：中小規模の拠点を接続するネットワーク

主力サービスの利用動向主力サービスの利用動向
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《ＷＡＮサービス市場》 ２００９年度の主な評価結果

１ ２００９年度の動向： 市場は引き続き拡大している。各事業者シェアに大きな変動無し。
年 末 線超 市場 引 続 拡大
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・１０年３月末で８８万回線超と、市場は引き続き拡大。
・企業が主力サービスとして利用するＷＡＮサービスの中で見ると、ＮＴＴ東西のメガデータネッツ等の回線数が減少に転じた。
・各事業者シェアを見ると、大きな変動は見られない。

２ 利用者の観点からの評価利用者の観点からの評価
利用者（事業者）の意向について、幹線系と支線系に分けて、アンケート調査結果から考察すると、利用者の持つ多様なニーズに対して、ＷＡＮ

サービスとして複数の選択肢が競争的に提供されており、利用する側のニーズの充足、利便性の向上等につながっていることが推察される。
従って、ＷＡＮサービス全体に対する分析とともに、各サービスの特性に応じたそれぞれのニーズを踏まえ、各サービス毎の競争状況にも注視す

ることが必要。

【幹線系において、各サービスを「主力」に選んだ理由（複数回答）】 【支線系において、各サービスを「主力」に選んだ理由（複数回答）】



《ＷＡＮサービス市場》 ２００９年度の主な評価結果

３ 市場支配力
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１）市場支配力の存在
①単独： 単独で市場支配力を行使し得る事業者は存在しない。
・シェア１位のＮＴＴ東西のシェアは３５．１％（１０年３月末）。2位のＮＴＴコミュニケーションズは２４．６％とシェアが拮抗。
・市場全体の規模が拡大しており シェア獲得競争は活発で ２位以下の事業者も十分な競争力を有すると判断・市場全体の規模が拡大しており、シェア獲得競争は活発で、２位以下の事業者も十分な競争力を有すると判断。

②協調： ＮＴＴグループの事業者が協調して市場支配力を行使し得る地位にある。
・上位３社シェア（ＮＴＴ東西、ＮＴＴコミュニケーションズ、ＫＤＤＩ）は７４．６％、ＨＨＩは２１７３（１０年３月末）。
・上位２社はともにＮＴＴ系の事業者。ＮＴＴグループを合計すると７割近くのシェア。
ＮＴＴグル プが協調する可能性はあると判断・ ＮＴＴグループが協調する可能性はあると判断。

２）市場支配力の行使
ＮＴＴグループの事業者が協調して市場支配力を行使する可能性は低い。

位 ケ ズ 東西と 関係 定 ウ 規制 対象・シェア２位のＮＴＴコミュニケーションズは、ＮＴＴ東西との関係において一定のファイアウォール規制の対象。
・ＮＴＴ東西が提供する加入者系のダークファイバには、規制料金であるアクセスチャージが設定。

４ 今後の注視事項： ＮＴＴグループの協調による市場支配力の存在と行使に注視。
・ＮＴＴグループのシェアは高い水準を維持。
・ＮＴＴ東西の持つＮＴＴ加入電話の顧客情報を活用することで、ＮＴＴグループが競争事業者に対してＷＡＮサービスの利
用者獲得において優位に立つ等、総合的な事業能力が発揮される可能性もある。



専用サービス市場専用 市場



《専用サービス市場》 回線数と事業者別シェアの推移

○ 線数 ぼ横ば 高速デ ジタ 伝送 ビ 減少が続く 方 グ網専 ビ 増加が続 る
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○ 回線数はほぼ横ばい。高速ディジタル伝送サービスは減少が続く一方、ＩＰルーティング網専用サービスは増加が続いている。

○ ＮＴＴ東西のシェアは、０９年３月末時点で９１．３％を占める。

専用サービスの回線数の推移専用サービスの回線数の推移
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・ＩＰルーティング網専用サービス：主に事業者へのダークファイバサービスとして提供されるＮＴＴ東西が提供する常時接続型のアクセス回線サービス
・イーサネット専用サービス：イーサネット・インターフェースを用いた専用サービス
・ＡＴＭ専用サービス：ＡＴＭ（非同期転送モード）伝送方式を用いる専用サービス
・高速ディジタル伝送サービス：ディジタルデータを最大６Ｍビット／秒の速度で伝送する専用サービス高 ィ 伝 ィ 最 ／秒 伝 す 専



《専用サービス市場（参考）》 接続専用回線を除く回線数及びシェアの推移

○ 接続専 線※を除く専 ビ 線数 減少が続く
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○ 接続専用回線※を除く専用サービスの回線数は減少が続く。

○ ＮＴＴ東西のシェアは０９年３月末時点で５４．６％である。

※他の電気通信事業者が自らのサービス提供の際に使用する足回り回線などとして、電気通信事業者が提供する専用サービス

接続専用回線を除く回線数の事業者別シェアの推移接続専用回線を除く回線数の事業者別シェアの推移接続専用回線を除く専用サービスの回線数の推移接続専用回線を除く専用サービスの回線数の推移
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《専用サービス市場》 市場の集中度（上位３社シェア・ＨＨＩ）

○ 上位３社のシェア（ＮＴＴ東西、ＮＴＴコミュニケーションズ、ケイ・オプティコム）は ０９年３月末時点は９５．８％、ＨＨＩは８３５４と
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○ 位 社 シ ア（ 東西、 ケ ション 、ケイ オ ティ ）は 年 月末時点は 、 は
なり、ほぼ横ばい。

○ なお、接続専用回線を除く場合、上位３社シェアは０９年３月末時点で７８．８％、ＨＨＩは３３５３。

上位３社シェア及びＨＨＩの推移上位３社シェア及びＨＨＩの推移上位３社シェア及びＨＨＩの推移上位３社シェア及びＨＨＩの推移

95.0% 94.6% 94.3% 94.7% 94.8% 96.0% 97.4% 96.0% 95.8%

89.2% 88.5% 88.4% 89.2% 88.0%
91.1% 90.2%

81 9%
90%

100%

9,000

10,000

81.9%

78.8%

7,566 7,477 7,454
7,687

7,855
8,238

8,551
8,335

8354 

70%

80%

7,000

8,000

5,024 4 880 4 879 4,983 4 892 5,030 5,043
50%

60%

5,000

6,000

4,880 4,879 , 4,892

3,640
3,353 30%

40%

3,000

4,000

10%

20%

1,000

2,000

注：ＮＴＴ東西は１社としてシェア及びＨＨＩを算出

0%0

01.3 02.3 03.3 04.3 05.3 06.3 07.3 08.3 09.3

上位３社シェア 上位３社シェア（接続専用除く） HHI HHI（接続専用除く）



《専用サービス市場》 ２００９年度の主な評価結果 13

１ ２００９年度の動向： 全体の回線数はほぼ横ばい。
・専用サービス市場の回線数はほぼ横ばい。高速ディジタル伝送サービスは引き続き減少し、ＩＰルーティング網専用サービス
が増加。
・他方、接続専用回線を除く専用サービスの回線数は減少が続いている。他方、接続専用回線を除く専用サ ビスの回線数は減少が続いている。

２ 市場支配力
１）市場支配力の存在

東 は単独 市場支 力を行使 うる地位 あるＮＴＴ東西は単独で市場支配力を行使しうる地位にある。
・０９年３月末時点のＮＴＴ東西のシェアは９１．３％。過去数年においても９０％を超えて推移。競争事業者のシェアとの差は
大きく、独占的な市場。
・加入者回線全体（メタル回線、光ファイバ回線等の総計）に占めるシェアは８７．９％であり、ＮＴＴ東西が不可欠設備を保有。
・ＮＴＴ東西はサービス、設備の双方で大きなシェアを有し、単独で価格等に影響を与えうる地位にあると判断。

２）市場支配力の行使
ＮＴＴ東西が市場支配力を行使する可能性は低いＮＴＴ東西が市場支配力を行使する可能性は低い。
・専用サービス市場が横ばい傾向にある一方、ＷＡＮサービス市場規模は、サービスの高品質化や低廉化により拡大を続け
ており、隣接市場からの競争圧力が強まっている。

３ 今後の注視事項：接続専用回線の推移について注視３ 今後の注視事項：接続専用回線の推移について注視
専用サービス市場の回線数はほぼ横ばいである一方、接続専用回線を除く専用サービスの減少が続いていることから、接
続専用回線数の推移について注視する。



第Ⅴ章 電気通信サービスに係る消費者
選好の変化に関する経時的分析選好の変化に関する経時的分析



分析の背景 1

○ 競争評価においては 供給者（事業者）側

データの蓄積 競争評価の分析

○ 競争評価においては、供給者（事業者）側
からだけでなく、戦略的評価のテーマに
沿ってアンケート調査等の方法により需要
者（利用者）のデータを毎年収集。

○ 収集したデータについては、当該年の戦略的
評価にのみ利用し、時系列的な分析及び把
握は行 てこなか た

○ 収集されたデータについては毎年共通し
ている事項も多くあるところ。

握は行ってこなかった。

○ これまでの競争評価の総括及び蓄積されたデータの有効活用という観点から、アンケー

電気通信サービスに係る消費者選好の変化に関する経時的分析

○ これまでの競争評価の総括及び蓄積されたデ タの有効活用という観点から、アンケ
ト調査を整理し直し経時的に集計することで、消費者選好の変化について定性的な分析
を行う。



１．利用者の固定電話に関する選択 2

・ ＮＴＴ加入電話及び直収電話といったメタル回線の電話から、光ＩＰ電話（０ＡＢＪ－ＩＰ電

話）への移行が徐々に進展。

・ ＮＴＴ東西のシェアが減少している一方で ＫＤＤＩ及びその他（ＮＴＴ東西 ＫＤＤＩ及びソ・ ＮＴＴ東西のシェアが減少している一方で、ＫＤＤＩ及びその他（ＮＴＴ東西、ＫＤＤＩ及びソ

フトバンク以外の事業者）のシェアが増加。

光ＩＰ電話 固定電話 NTT KDDI SoftBank その他

○ 固定電話（メタル回線の電話）と光ＩＰ電話の割合の推移 ○ 事業者シェアの推移

18 5%

1.1%

81 5%

98.9%

2006年度

2005年度

光ＩＰ電話 固定電話

88 8%

89.6%

3%

5%

1%

2%

8%

3%

2006年度

2005年度

NTT KDDI SoftBank その他

21 0%

18.5%

79 0%

81.5%

2008年度

2006年度

78.7%

88.8%

9%

3%

3%

1%

10%

8%

2008年度

2006年度

32.0%

21.0%

68.0%

79.0%

2009年度

2008年度

77.8% 8% 2% 12%2009年度



3２．利用者のブロードバンドに関する選択

・ ＡＤＳＬからＦＴＴＨへのマイグレーションが進展

・ ＮＴＴ東西のシェアが増加傾向にある一方で、ＡＤＳＬ市場の縮小により、ＡＤＳＬ市場で

大きなシェアを有していたソフトバンクのシェアが減少大きなシェアを有していたソフトバンクのシェアが減少

○ ＦＴＴＨ、ＡＤＳＬ及びＣＡＴＶの割合の推移 ○ 事業者シェアの推移

20.5% 62.9% 16.5%2005年度

FTTH ADSL CATV

40.1% 3% 27.1% 29.6%2005年度

NTT KDDI SoftBank その他

32.7% 53.2% 14.1%2006年度 40.9% 3% 16.5% 39.7%2006年度

57.2%

51.0%

30.7%

36.1%

12.1%

12.9%

2009年度

2008年度

45.1%

44.1%

4%

6%

13.5%

16.2%

37.2%

33.8%

2009年度

2008年度



３． 利用者の移動体通信に関する選択 4

・ ２００８年度以降、２Ｇから３Ｇへのマイグレーションが急速に進展、ＰＨＳに関しては

３％前後のシェアで横ばい

・ ＮＴＴドコモ ＫＤＤＩ ソフトバンクのシェアは ほぼ横ばいで推移・ ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ、ソフトバンクのシェアは、ほぼ横ばいで推移

○ 事業者シェアの推移○ ３Ｇ、２Ｇ及びＰＨＳの割合の推移

42.7% 53.3% 4%2005年度

3G 2G PHS

44.7% 29.6% 21.7% 4%2005年度

NTT KDDI SoftBank その他

92 0%

67.4%

4 8%

29.1%

3%

3%

2008年度

2006年度 46.4% 29.6% 20.5% 4%

2008年度

2006年度

95.1%

92.0%

2.0%

4.8%

3%

3%

2009年度

2008年度

47.1%

46.0%

27.9%

31.1%

21.4%

20.5%

4%

2%

2009年度

2008年度



４． インターネット・携帯電話のアプリケーションに関する利用動向 5

・ インターネット及び携帯電話におけるアプリケーションの利用に関して、どちらも明確な

傾向は見られない

→ 利用者の利活用に関する多様化が進んでいるということが考えられる→ 利用者の利活用に関する多様化が進んでいるということが考えられる

・ ２００８年度から２００９年度にかけて各アプリケーションとも利用する割合が減少

→ 近年では相対的にアプリケーション利用への関心が低い利用者が加入していると考

えられる

 

○ インターネットの主要アプリケーションの利用動向 ○ 携帯電話の主要アプリケーションの利用動向



５． メタルからＦＴＴＨへの移行 6

・ インターネットについては、ＦＴＴＨへ移行する前に利用していた回線は５割以上がＡＤＳインタ ネットについては、ＦＴＴＨへ移行する前に利用していた回線は５割以上がＡＤＳ

Ｌ。その中では、特にＮＴＴのＡＤＳＬの利用者の割合が高い。

・ ＡＤＳＬの利用者におけるＦＴＴＨへの移行希望については５割以下であり、２００９年度

は２００８年度に比べ、さらに割合が低下。

・ 固定電話については、光ＩＰ電話への変更を希望する割合は２０％以下であり、さらに、

２００８年度に比べ２００９年度は割合が低下

 

２００８年度に比べ２００９年度は割合が低下。

○ ＦＴＴＨへの移行以前にＡＤＳＬを利用していた割合の推移〈インターネット〉

〈固定電話〉

○ 光ＩＰ電話への移行希望の推移

〈固定電話〉

○ ＡＤＳＬ利用者のＦＴＴＨへの移行希望の推移



６． 事業者ののりかえに関する意向 7

・ ３Ｇの携帯電話における事業者ののりかえ意向については、のりかえを希望する割合は

１０％以下で、２００８年度と２００９年度で大きな変化は見られない。

 

○ ３Ｇ携帯電話における事業者ののりかえに関する意向



７． ＦＴＴＨ・ＩＰ電話・３Ｇ携帯電話の組み合わせ 8

・ ＦＴＴＨと光ＩＰ電話の両方を利用している利用者の割合は２００５年度以降増加を続け、

２００９年度には３３％となっている。

ブロ ドバンドと携帯電話の両方に加入している利用者におけるＦＴＴＨと３Ｇ携帯電話・ ブロードバンドと携帯電話の両方に加入している利用者におけるＦＴＴＨと３Ｇ携帯電話

の両方を利用している利用者の割合についても同様に、２００５年度以降増加を続け

ており、２００９年度には５６％となっている。ており、 年度 は ６ とな て る。

 

○ ＦＴＴＨと光ＩＰ電話をセットで利用する割合の推移 ○ ＦＴＴＨと３Ｇ携帯電話をセットで利用する割合の推移



（参考） 検索エンジン、Ｗｅｂメールの利用及びアプリケーションに対する認識 9

※ 検索 ジ Ｗ ｂメ ル 利用及び プリケ シ に関する２００９年度 み 調査※ 検索エンジン、Ｗｅｂメールの利用及びアプリケーションに関する２００９年度のみの調査

・ よく使う検索エンジンについてはＹａｈｏｏ！とＧｏｏｇｌｅで全体の９割以上を占めている。

・ メ ルサ ビスについては 約６割がＷｅｂメ ルを利用・ メールサービスについては、約６割がＷｅｂメールを利用。

・ Ｗｅｂアプリケーション利用の際に重視する要素に関しては、価格・料金の割合が高い。

・ プライバシー・セキュリティーについては、銀行口座・カード番号など金融決裁に関わる情

報と氏名・住所・職業など個人に関わる情報の割合が高い。

○ よく使う検索エンジン ○ よく使うＷｅｂメールサービス

○ Ｗｅｂアプリケーションの利用において重視する要素 ○ 重要と考えるプライバシー・セキュリティー○ Ｗｅｂアプリケ ションの利用において重視する要素 ○ 重要と考えるプライバシ ・セキュリティ



まとめ 10

・ 固定電話、ブロードバンド及び移動体通信については、定点的評価において電気通信

事業法報告規則のデータ等による供給側から見た詳細な分析を行っているが Ｗｅｂ事業法報告規則のデータ等による供給側から見た詳細な分析を行っているが、Ｗｅｂ

アンケートにより利用者側から見た本評価の分析結果は、定点的評価における分析結

果とおおむね一致している果とおおむね 致している。

・ アプリケーションの利用動向については、明確な傾向はみられなかった。

・ ＦＴＴＨ及び光ＩＰ電話への移行希望については、全体的に移行を希望する割合が減少ＦＴＴＨ及び光ＩＰ電話への移行希望については、全体的に移行を希望する割合が減少

する傾向にある。

・ ３Ｇの携帯電話における事業者ののりかえ意向は非常に少ない。携帯 話 事業者 意向 非常 少 。

・ ＦＴＴＨと光ＩＰ電話の両方を利用している利用者及びＦＴＴＨと３Ｇ携帯電話の両方を利

用している利用者の割合は、２００５年度以降増加を続けている。



（参考）Ｗｅｂアンケート調査の概要

◆調査方法

11

アンケート調査会社によるwebアンケート調査
◆調査実施時期
２０１０年３月

◆調査対象者のサンプル属性
齢 び 齢 ご プ 割・ 性年齢１０区分及び性年齢区分とは独立に地域１０区分ごとに人口比率に応じてサンプル割付

・ 回収サンプル数は２，０００

○ 性年齢別の回答者比率

19.6%

20.7%

18 5%

17.1%

17.9%

16 4%

14.3%

14.8%

13 8%

17.2%

17.7%

16 8%

31.9%

29.0%

34 6%

全体

男性

女性 18.5% 16.4% 13.8% 16.8% 34.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性

30歳未満 30歳～39歳 40歳～49歳 50歳～59歳 60歳以上

 
43.7%

40%

50%

 

40%

50%

○ 職業別の回答者比率 ○ 年収別の回答者比率

12.4% 11.5%

18.6%
12.9%

1.0%
0%

10%

20%

30%

業 等 等 婦 職 他
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第Ⅵ章 モバイル及びブロードバンドの普及に関する
これまでの競争政策の経済効果の定量分析これまでの競争政策の経済効果の定量分析



分析の目的及び対象

・ スマートフォンに代表される端末の高機能化やインターネットを通じた動画利用の普及等に

1

・ スマートフォンに代表される端末の高機能化やインターネットを通じた動画利用の普及等に
より、我が国のモバイル及びブロードバンド市場は拡大。

・ モバイル及びブロードバンド市場の拡大という社会経済的な事象において、競争政策がど
ような役割を果たし きた を経済効果 観点 ら定量的に分析す と 今後のような役割を果たしてきたのかを経済効果の観点から定量的に分析することは、今後の

競争政策の在り方を検討する上で重要。

→ 消費者余剰の増大に関して、①競争政策、②事業者間競争、③環境及び技術がそれぞ消費者余剰の増大に関して、①競争政策、②事業者間競争、③環境及び技術がそれぞ
れどの程度寄与したのかを定量的に分析。

［分析対象］ モバイル市場：携帯電話市場

 携帯電話市場については①ナンバーポータビリティ制度の導入 ②ＭＶＮＯの参入

［分析対象］ モバイル市場：携帯電話市場
ブロードバンド市場：ＡＤＳＬ市場及びＦＴＴＨ市場

 携帯電話市場については①ナンバ ポ タビリティ制度の導入、②ＭＶＮＯの参入
促進、③端末価格と通信料金の区分の明確化についての経済効果を算定する。

 ＡＤＳＬ市場については①アンバンドルルールの整備、②コロケーションルールの整
備 ③接続料の低廉化に いての経済効果を算定する備、③接続料の低廉化についての経済効果を算定する。

 ＦＴＴＨ市場については①アンバンドルルールの整備、②コロケーションルールの整
備、③線路敷設基盤の開放、④接続料の低廉化についての経済効果を算定する。備、③線路敷設基盤の開放、④接続料の低廉化に いての経済効果を算定する。



分析方法

本評価では 分析対象とする各競争政策の直接効果及び間接効果としての他産業 の

2

・ 本評価では、分析対象とする各競争政策の直接効果及び間接効果としての他産業への
波及効果を算定する。

算定の手順

① 政策の効果を分析する一般的方法のひとつである消費者余剰分析により、料金の
低廉化がもたらす余剰の増加（経済効果）を分析。

算定の手順

※ 消費者余剰分析・・・需要関数（財の需要を価格及び所得等で説明する関数）を推計し、財
の需要者が認める価値の合計から実際に需要者が支払っている額の合計を引いた差分を求
め、評価の基準とする分析。

② 消費者余剰分析の結果を基に、ＡＨＰ分析を用いて各競争政策の直接的な経済効
果を算定。

※ ＡＨＰ分析・・・人間の主観を基に アンケ ト調査等により分析対象項目間の重要度につい※ ＡＨＰ分析・・・人間の主観を基に、アンケート調査等により分析対象項目間の重要度につい
て比較を行い、比較の結果から評価基準を重み付けすることにより意思決定を行うものであり、
定性的な要素についても分析が可能な方法。

③ さらに、消費者余剰分析で推計した関数を基に、情報産業連関表を利用し、他産業
への波及効果を算定
※ 他産業への波及効果の算定・・・特定市場の拡大（需要の増加）によって他産業でどれほど
の生産が拡大するかを示す産業連関表投入逆行列表を利用し 他産業 の波及効果を算定の生産が拡大するかを示す産業連関表投入逆行列表を利用し、他産業への波及効果を算定
する。



分析結果① モバイル市場（携帯電話市場）

・ 消費者余剰の増分及び他産業への波及効果ともに5 000億円以上と算定
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・ 消費者余剰の増分及び他産業への波及効果ともに5,000億円以上と算定。

・ 競争政策の直接効果の中では、ナンバーポータビリティ制度の効果が最も大きい
結果となった。結果となった。

• 消費者余剰の増分（ナンバーポータビリティ制度の導入等の時期を踏まえた、２０
※ カ 内は 全体の０６年９月～２００９年１２月までの３年３ヶ月間の合計）…約6,850億円

• 携帯電話市場における競争政策の直接効果（全体）…約670億円（9.8%）

※ カッコ内は、全体の
消費者余剰の増加に
競争政策が寄与した割合

☞ ナンバーポータビリティ制度導入による直接効果・・・約390億円（5.6%)

☞ ＭＶＮＯの参入促進による直接効果・・・約120億円(1.8%)

☞ 端末価格と通信料金の区分の明確化による直接効果・・・約160億円(2.4%)

《普及に関する相対的重要度》

ナンバーポータビリティ制度の導入 0.0562

ＭＶＮＯの参入促進 0.0179

端末価格と通信料金の区分の明確化 0.0237

事業者間競争 0.7125

び

競争政策 0.0978

• 他産業への波及効果…約8,560億円

環境及び技術 0.1898



分析結果② ブロードバンド市場（ＡＤＳＬ市場）

・ ＡＤＳＬ市場におけるアンバンドルルールの整備及びコロケーションルールの整備
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については、同程度の直接効果があったという結果となった。

・ アンバンドル、コロケーションといった競争政策の直接効果が3割以上であり、普
及には競争政策が直接的に大きな影響を与えたと考えられる及には競争政策が直接的に大きな影響を与えたと考えられる。

• 消費者余剰の増分（アンバンドルの導入及び普及等の時期を踏まえた２００１年３月
カ 内は 全体

～２００６年６月までの５年３ヶ月間の合計）…約4,120億円

• ＡＤＳＬ市場における競争政策の直接効果（全体）…約1,470億円（35.6%）

※ カッコ内は、全体の
消費者余剰の増加に
競争政策が寄与した割合

☞ アンバンドルルールの整備による直接効果・・・約470億円(11.4%)

☞ コロケーションルールの整備による直接効果・・・約430億円（10.4%）

☞ 接続料の低廉化による直接効果・・・約570億円(13.9%)

《普及に関する相対的重要度》

アンバンドルルールの整備 0.1137

コロケーションルールの整備 0.1039

接続料の低廉化 0.1388

事業者間競争 0.3158

環境及び技術 0 3278

競争政策 0.3564

• 他産業への波及効果…約2,070億円

環境及び技術 0.3278



分析結果③ ブロードバンド市場（ＦＴＴＨ市場）

・ ＦＴＴＨ市場における各競争政策については、同程度の直接効果があったという
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結果となった。

・ 市場の規模が大きく、また市場規模の拡大が進展していることから、他産業への
波及効果が大きい波及効果が大きい

• 消費者余剰の増分（アンバンドルの導入等の時期等を踏まえた２００１年３月～２００９
年１２月までの８年９ヶ月間の合計）…約1,310億円年 月 年 ヶ月間 計） 約 億円

• ＦＴＴＨ市場における競争政策の直接効果（全体）…約130億円（9.9%）

☞ アンバンドルルールの整備による直接効果・・・約33億円(2.5%)
※ カッコ内は、全体の

消費者余剰の増加に
競争政策が寄与した割合

アン ンドルル ルの整備による直接効果 約 億円( )

☞ コロケーションルールの整備による直接効果・・・約30億円(2.3%)

☞ 線路敷設基盤の開放による直接効果・・・約29億円(2 2%)

競争政策が寄与した割合

☞ 線路敷設基盤の開放による直接効果・・・約29億円(2.2%)

☞ 接続料の低廉化による直接効果・・・約37億円(2.8%)

《普及に関する相対的重要度》

アンバンドルルールの整備 0.0253

コロケーションルールの整備 0.0230

線路敷設基盤の開放 0.0223

接続料の低廉化 0.0281

競争政策 0.0986

• 他産業への波及効果…約1兆7,240億円

事業者間競争 0.4883

環境及び技術 0.4131



留意すべき点 6

・ 消費者余剰分析及びＡＨＰ分析を通じて推計された経済効果は、社会的余剰におけ

る消費者余剰のなかで さらにＡＨＰ分析によって明示的に競争政策の効果と考えらる消費者余剰のなかで、さらにＡＨＰ分析によって明示的に競争政策の効果と考えら

れる部分となっている。

→ 経済効果としては保守的な数値であり、実際の経済効果は本評価の分析結果よりも経済効果としては保守的な数値であり、実際の経済効果は本評価の分析結果よりも

大きいと考えられる。

・ ＡＨＰ分析における各調査項目はオーバーラップする要素がある。分析 各調 項 要

→ 本評価における分析結果は明確に競争政策の効果として見える部分についての効果

であり、競争政策の経済効果としては保守的なものと考えられる。

・ 本評価におけるＡＨＰ分析では事業者を対象に調査を行ったが、より詳細な分析のた

めには、有識者を対象とした調査についても進めることが有効。

・ 競争政策の経済効果については、今後も継続的に分析を行っていくことが重要。
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